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 9.1 交通参加者の心理的プロセス

交通参加者としての人間が道路上を移動するとき，外界から情報を得て状況を理
解し，自分の意図に対応してどのように行動するか判断し，自動車や自転車を運転
している場合であればステアリングやペダル等を操作し，歩行中であれば自分の体
を動かして実際に移動する．これを模式的に表したものが図 9.1である．日本では，
自動車学校で免許を取得しようとする人は，自動車の運転が認知，判断，操作とい
う過程の繰り返しで行われることを最初の段階で学ぶ．この行動のプロセスは自動
車運転に限らず，移動するという人間行動に通底するものである．

9.1.1　交通行動のモデル
実際の交通場面での行動を考える場合，最も単純な認知・判断・操作という区分
だけではなく，その過程に影響を及ぼす人間要因を考慮する必要がある．また，こ
の行動には複数の行動レベルが含まれる．図 9.2は Skill-Rule-Knowledge（SRK）
モデル［1］に基づき，注意や認知制御の役割を追加した行動制御モデルであり［2］，行
動が三つのレベルの情報処理経路を通って生じることが示されている．スキルベー
スの行動では，外界から得られた情報に対し，それに対応した反応がほとんど自動
的に生じる．たとえば前方で車線に出てきた歩行者がいる場合や，先行車が急ブ
レーキをかけた場合，反射的にブレーキをかけようとする行動がこれに当たるだろ
う．ルールベースの行動では，情報の内容に応じた行動を選択する必要があるが，
どのような反応をするかを定めるルールと反応内容の想起が行われる．たとえば信
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号現示が赤のときに止まるということはルールに基づいた行動である．このような
信号に基づく行動は単純かつ慣れたものであるため，ほとんど意識せず行うことが
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図 9.2　ラスムッセンの SRKモデルに基づく行動制御モデル［1］．

図 9.1　運転行動の心理的プロセス．
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できるが，たとえば見慣れない標識がある場合，どのような行動をとるかは多少考
える必要があるかもしれない．よって，ルールベースの行動の意識レベルは多様で
ある．知識ベースの行動では，情報の内容を解釈し，どのように意思決定するのが
適切かを考え，その決定内容を実現するためにどのような行動をとるべきかを考え
る必要がある．たとえば土地勘がない場所を運転する場合に，案内標識を見てどの
方向に進むべきかを考えつつ，初めて通る交差点を通過するような行動はこれに当
たるだろう．運転行動はこれら複数レベルの行動が組み合わされて実行されている
といえるだろう．また，無意識的な過程と意識的な過程の二つの方法で思考が行わ
れるとする二重過程理論［3］では，前者をシステム 1，後者をシステム 2と呼ぶ．シ
ステム 1には直感的，努力が不要，高速，文脈依存的，硬直的という特徴があり，
システム 2には論理的，注意や努力が必要，低速，柔軟性があるといった特徴があ
る［4］．認知・判断・操作のサイクルはこれらの行動モデルに示されるさまざまな種
類の行動で見られ，その行動の制御の意識レベルもさまざまと考えられる．
運転行動では，運転者の注意が安全にとって非常に重要な役割を持つ．しかし，
注意は行動が意識的である場合は直接的な影響を及ぼすが，行動が無意識的に行わ
れる場合，その影響はわずかである．人間の行動の多くは無意識的レベルで制御さ
れることを考えると，意識的に安全な運転ができることだけでなく，無意識的な行
動制御のもとでも安全な運転ができなければならない．行動は一般的に，繰り返し
の経験や訓練を通して技能が熟達するにつれて次第に自動的・無意識的なものと
なっていく．運転者は訓練や運転経験の積み重ねによって運転の操作的な技能を自
動化していく．また，運転者は運転操作技能だけではなく，危険予測など安全に関
する心理的な技能も獲得し，自動化していく必要がある．さらに，道路環境の整備
も，運転者が意識的に注意を向けることを少なくし，運転者の自動的・無意識的な
行動を自然に誘導することを目指して行われるべきである．
また，運転行動をより包括的に捉える場合，運転行動とは認知・判断・操作の単
純なサイクルではなく，さまざまなレベルの意思決定により方向づけられると考え
られる．このような階層的運転行動の考え方は，運転者教育の目標と内容（GDE 

framework）の中に示されている［5］．このモデルでは運転行動について，（1）自動
車の操作，（2）交通状況の理解，（3）運転の目標と文脈，（4）人生の個人的目標と
生活技能，（5）社会環境という階層が定義されている．図 9.1の認知・判断・操作
の循環はこのモデルの第 1・第 2階層に該当するといえるが，運転支援・自動運転
が導入されていくにつれ，これらの階層はシステムが担い，人間の運転者が第 3～
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5層を担当することになるとも考えられる．

9.1.2　交通行動における注意と認知
交通事故の多くは人間要因によって起こっており，その原因をより詳細に追及す
ると，事故原因として注意が不適切であることや，判断に誤りがあり，それがエ
ラーとなって事故につながることが明らかになる．人間が道路上で行動する場合，
周囲の環境から必要な情報を得ながらどのような行動を行うかの意思決定を行い，
身体を動かして移動する．この際に必要になることが情報の選択と行動のための認
知情報処理の維持であり，注意や認知機能を適切に使うことが求められる．
注意は認知システムに入力される情報の選択を行うフィルターとしての働き（選
択的注意）と，選択された情報の処理のために必要な心的エネルギーとしての働き
（注意資源）の二つの観点で考えることができる（図 9.3）［6］．まず選択の機能に関
して，人間の認知システムはその処理能力に限界があるため，現時点で必要な情報
を選択する必要がある．自動車運転で必要な情報の多くは視覚によってもたらされ
る．運転時には広い範囲から情報を得ることと，とくに重要な領域に対して視線を
向けて，高い視力を持つ中心視によって選択的に詳細な情報を得ることの双方が必
要である．この情報の選択には予期や価値判断が影響する．情報を視認するために
は視線を向けるだけでは不十分であり，何を検出するかという意図を伴わなければ，
見えているはずの対象が見落とされるという不注意による見落とし現象
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図 9.3　人間情報処理における注意の働き［5］．
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（inattentional blindness）が生じ［7］，いわゆる「見たけれども見えなかった（Looked 

But Fail to See）」ことによる事故が生じる可能性がある［8］．
次に，選択された情報は，ワーキングメモリ内で活性化された状態で保持される
が，そのためには適切な注意資源の配分が必要である．注意資源には容量の限界が
あり，その配分は，その時々の行動の意図や，課題の困難さや重要性等によって決
められる．いわゆる漫然運転では考え事をしたり，視線は前方を向いているのに手
元で運転とは関係のない課題を行うことで，前方での危険を見落としたり，運転行
動のエラーを起こしたりする．これは運転に対して十分な注意配分が行われなく
なった結果，運転に関連する情報処理プロセスが低下したためと解釈できる．
　運転中，ドライバーは視線を動かして自分の進行する先や周辺を見ているが，詳
細な視覚情報は有効視野の中で得ることができる．有効視野とは注視点の周囲で情
報処理が可能な範囲を意味し，その広さは約 4～20度でさまざまな心理的・環境的
要因によって変化する．三浦［9］はドライバーの有効視野が道路の混雑度等の運転状
況に対応して変化することを示し，その変化が注意資源を注視対象に対してどのよ
うに配分するかを状況に応じて制御していると述べている．また，有効視野の大き
さは加齢に伴って狭くなり，高齢者の有効視野の大きさと事故経験との間に関連性
が見られ，有効視野測定に基づく運転能力のテスト（UFOVテスト）が開発されて
いる［10，11］．
また運転中に運転以外の対象や作業に注意をとられ，運転に十分注意が向けられ
なくなるドライバーの注意散漫（distraction）が問題視されている．NHTSAによ
ると，2021年のアメリカにおいては死亡事故の 8％，報告された自動車事故の
13％が注意散漫に関連しており，注意散漫なドライバーが関与する交通事故で死亡
した人は 3522人，負傷した人は 36万 2415人である［12］ ．運転時の注意散漫は，携
帯電話等のモバイルデバイスが普及するのに伴い，ドライバーの運転中の電話通話
や，テキストメッセージの送信といった行為が問題視されることで注目されるよう
になった．しかしドライバーの注意散漫は運転中のモバイルデバイス使用に限定さ
れるものではなく，それ以外のさまざまな行動を運転中に行うことによっても起こ
る．ドライバーが日常的な運転中に行うさまざまな行動を車載機器によって記録・
分類した研究［13］ では，それらの行動を行う際に運転行動が影響を受けていること
が報告されている．なお，近年ではいわゆる「歩きスマホ」のように，モバイルデ
バイスを使いながら注意散漫な状態で歩くことも問題とされるようになった．歩行
中のモバイルデバイス使用に関する研究も行われており，歩行中にモバイルデバイ
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スを使うことが周辺環境で生じる出来事に対する反応を遅らせ，歩行そのものにも
影響を与えることや［14］ ，実際の交通環境でスマートフォンを使いながら歩行して
いる人は道路横断時のリスクが高いこと［15］などが示されている．
運転中に必要となる心理的機能は注意だけではなく，交通行動の基盤となる認知
プロセスの制御能力も重要な役割を占めている．この能力を実行機能（executive 

function）と呼ぶ．実行機能には目標に到達するための認知機能の柔軟性，必要な
情報・反応の選択，方略やさまざまな要素を見出す発散的思考・流暢性などが含ま
れている［16］．代表的な実行機能のモデル［17］では，実行機能には行動の内容の切り替
え，記憶中の情報更新，自動的な反応の抑制が含まれるとされる．実行機能と運転
の関係性について研究が行われており，たとえば Adrianら［18］ は実行機能に対応す
る各種の検査課題の成績と運転行動評価の対応関係を検討し，抑制機能が運転行動
に関係していることを示している．
近年，高齢者の交通事故死者が増加し，社会的な問題となっている．その背景に
は身体的能力の低下に加え，加齢に伴って実行機能が低下することが影響している
と考えられる．65歳以上の高齢ドライバーについて，実行機能の低下と事故経験
の関係が見られることが報告されている［19］ ．また，高齢者の認知機能の加齢変化
が一般的な心的処理過程の速度低下に基づくことや［20］ ，若年者に比べて高齢者は
マルチタスクへの対応がより困難である［21，22］ことも報告されている．運転行動は本
質的にマルチタスクであり，適切な速度やタイミングでの行動が要求されることか
ら，高齢ドライバーの運転行動は認知機能の加齢変化に伴って次第に困難になると
いえる．ただし，高齢ドライバーが自らの身体的・認知的機能の加齢変化を認識し，
それを補償する行動をとることによって安全を確保することができる．実際，高齢
ドライバーはさまざまな補償行動をとっている［23］．高齢ドライバー向けの技術的支
援と診断・教育を行うことで，高齢ドライバーの安全を確保することは，高齢者の
生活の質をモビリティの面から支えるという点から重要である．

 9.2 ハザード知覚

ハザード（hazard）は事故につながる可能性のある危険源を意味し，運転中にこ
のハザードを発見し，その特性を認識することがハザード知覚である．ハザードと
しては，視認でき対応が必要な顕在的ハザード，現時点では危険でないが今後の動
きによっては危険なものとなる可能性がある行動予測ハザード，危険な対象が死角
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にある可能性がある場所である潜在的ハザードがあり［24］，運転時には適切なタイミ
ングでこれらを検出し，対応する必要がある．またハザード知覚は安全の確保に必
要な運転中の状況認識（situation awareness）の一環ともいえる．状況認識とは，
一定の時間的・空間的範囲における環境内の要素の知覚，その要素の理解，近い将
来における状態の予測を意味している［25，26］．
前節で述べたように，適切に視覚情報を選択してハザードを知覚するためには，
その状況において何を見るべきなのかを理解し，ハザードを予期することができな
ければならない．ハザード知覚は，ハザードに関する十分な知識を運転経験や教育
を通して獲得し，運転時にその知識を想起し利用できることに基づいている．
事故防止にとって適切なハザード知覚を行う能力は非常に重要であり，ハザード
知覚能力を評価するため，多様なハザード知覚テスト（hazard perception test）が
開発され，欧米諸国や日本で免許試験に取り入れられている．典型的なハザード知
覚テストは，ドライバーの視点からの前方風景の写真やイラスト，ビデオ映像やコ
ンピューターグラフィクス映像を観察し，ハザードを発見したらボタンを押すなど
の反応を行うもので，ハザード知覚能力は検出反応時間，検出率によって評価され
る．このとき，熟練者は初心者に比べて検出反応時間がより短く，より多く検出す
るという結果が得られる場合が多い．また，ハザード知覚テストを行う際の眼球運
動を記録した研究では，熟練者と初心者の反応の速さの違いは単なる知覚的検出能
力ではなく，出現したハザードの危険性判断に関する認知能力の違いによって生じ
ることが示されている．ハザード知覚に関するレビュー研究［27］ では，ハザード知
覚テストの成績によってベテランと初心者，事故多発者とそうでない運転者を識別
可能であることを報告する研究があることが示されている．
またハザード知覚の評価と合わせ，ハザード知覚能力を高めるための危険予測教
育・訓練も実施されている．具体的には，連続する二つの場面をイラストで示して
ハザード知覚の評価と教育を行うもの［28］ ，交通環境のビデオ動画を提示してハザー
ドを指摘させるもの［29］，タブレット端末を用いて交通状況を提示して注意して見る
べき箇所をタッチするもの［30］などがある．いずれも運転時の場面からハザードを発
見させ，それをもとに教育を行うという点で共通しているが，情報通信技術の進展
に合わせてよりスマートなものへ改良が続けられている．ハザード知覚は危険に関
する知識に基づいて状況を認知するものであり，ハザード知覚が適切に行われるた
めには十分な知識を保持していることと，その知識が状況に応じて適切に想起され
ることが必要である．また複雑な交通状況に対応するためには，個々のハザードに
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対する単純な対応を訓練するのではなく，ハザードの存在がどのように事故に結び
付くかを知る必要がある．運転者にとっては，単にハザードが検出できるだけでは
不十分であり，ハザード検出に役立つ手がかりを知ることや，ハザードと事故の関
連性を理解することが重要である．
なお，高齢ドライバーの増加に伴い，ハザード知覚能力の加齢変化についても研
究が進められている．運転経験を積むに従って危険感受性が高まるが［29］，ハザード
知覚における反応時間は加齢に伴って長くなる［31］．高齢ドライバーのハザード知覚
テストの成績変化が，視覚機能そのものの低下や注意・認知機能の全体的低下によ
るのか，ハザード知覚の基盤となる知識や認知機能に影響されるのか，あるいはハ
ザードの知覚能力そのものより，判断基準等の変化によるのか等検討すべき点が残
されている．

 9.3 リスク知覚・リスクテイキング

運転行動だけではなく，「移動する」という行動には常に事故のリスクが含まれ
ており，そのリスクの程度は状況によって異なっている．リスクがあるにもかかわ
らずその行動をとることはリスクテイキング（危険敢行）と捉えられる．リスクを
含む行動を行うのか，あるいは行わないのかは人間の行動制御の中では判断の段階
に含まれる．この判断が行われる場合，現在直面している状況にどの程度の危険が
あるのか（ハザード知覚），自分にその状況の中で安全に行動する能力があるのか
（運転能力の自己評価），どの程度のリスクなら受け入れて行動するのか（判断基準
の設定）が問題となると考えられる．
この過程を図 9.4［32］に示す．運転状況が知覚されると，その中に含まれるハザー

ドが知覚され，それに続いてそのハザードがどの程度事故につながる危険を持つか
の評価が行われる（リスク知覚）．リスク知覚にはハザードそのものが持つ危険の
評価と，自分自身の運転能力を踏まえて自分がそのハザードに対してどの程度対応
できるかの評価が影響する．運転能力の自己評価（メタ認知）については，自分の
運転技能を平均より高く評価する傾向があることや，運転経験を積むと自己評価が
高くなるが，その変遷は免許取得後に急速に高くなるがその後は上昇が緩やかにな
る［33］．また高齢者は客観的に運転能力が低下しているにもかかわらず自己評価は高
いままである［23］．自分の技能がそのハザードに対応するのに十分だと認識される場
合にはリスクは低く評価される．
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リスクがあると知覚されてもあえて行動を敢行する場合があるが，その背後には
リスク行為を行うことで利益が得られるというリスク効用（risk utility）がある．
リスク効用としては，ストレス発散，攻撃，自立の表現，覚醒レベル上昇，先急ぎ，
権威への反発，仲間からの賞賛等がある［32］．なお，リスクテイキングに関連する人
間特性として，新規で変化する刺激を求める傾向である感覚希求性（sensation 

seeking）がある［34］．感覚希求性と運転行動の関連性についてのレビュー論文［35］で
は，感覚希求性と高リスク運転行動の間に正の相関が見られることが報告されてい
る．
リスクを取るか避けるかの意思決定に関する理論として，リスクホメオスタシス
理論が有名である［36，37］．この理論では，人は「リスクの目標水準」を持っており，
そのリスク水準を維持するように行動を調整するとされる．このため，単に道路環
境を改善したり運転技能訓練等の対策を行っても，リスクの目標値がそのままであ
れば以前より危険な行動をとって行動をリスクの目標水準に合うよう調整してしま
う，ということが予測される．個人レベルでもこのホメオスタシス過程に基づく行
動調整は生じるが，このモデルは個人の行動ではなく，ある地域の全道路利用者の
事故率を説明するものとされる［36］．なおこの理論は広く知られている一方で，その
妥当性について反論も行われている．
以上のリスクを取るか否かの判断に基づき，運転行動が実行され，その結果が運
転状況に反映され，次の運転状況認識につながっていく．また，この過程の各段階
には，パーソナリティ，運転態度，認知機能，運転経験や運転技能が影響を及ぼす

リスク知覚

自己技能の
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リスク効用
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テイキング

行為実行
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図 9.4　運転におけるハザード知覚・リスク知覚・リスクテイキング（蓮花［32］をもとに改変）．
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と考えられる．またこの一連の過程は先述したさまざまな意識水準で実行されると
考えられ，そのこともまたハザード知覚やリスク知覚・意思決定に影響を及ぼすは
ずである．

 9.4 交通参加者への働きかけ

この節では，交通参加者の態度変容や行動変容に関係する理論やモデルについて
解説する．交通参加者への働きかけの目標は，不安全な行動と交通事故を減らすこ
と，あるいは環境負荷を減らし健康増進に資する交通行動を促すことであるが，こ
れらを達成するためには，対象となる交通参加者と適切なコミュニケーションをと
る必要がある．交通参加者への働きかけは，リスクコミュニケーションの一種とも
いえるが，メッセージの受け手による認知や感情のプロセスに注目した研究成果が
基盤となっている．交通行動をより安全に，あるいは持続可能にするよう促す行動
科学の諸理論は，健康行動促進の分野で活用されているものを援用することが多い．
交通行動に適用されうる行動変容の理論やモデルについては先行研究［38-41］を参照さ
れたい．

9.4.1　説得的コミュニケーション
心理学では，人に行動を変えてもらうためには，まず，態度を変容させることが
必要と考えられており，態度変容のプロセスや，その方法としての説得的コミュニ
ケーションが研究されてきた．説得的コミュニケーションによる働きかけは，人が，
与えられた情報や自身の置かれた状況を吟味したうえで，合理的，理性的な選択を
するという前提に立っている．説得的コミュニケーションの理論はいくつか示され
ているが，本項では，計画的行動理論（Theory of Planned Behavior, TPB）と防護
動機理論（Protection Motivation Theory, PMT）について説明する．
図 9.5に示すとおり，TPBは，「信念」，「態度」，「意図」，「行動」の関係を示す

モデルで，交通行動の研究に数多く適用されている．TPBは，1975年のフィッシュ
バインとアイゼンによる合理的行動理論（Theory of Reasoned Action, TRA）が原
型となっており，行動コントロールが十分にできない場合を想定して，TRAに「コ
ントロール感」を加えたものである．TPBでは，行動に対する態度と主観的規範
が好ましいものであるほど，そして，コントロール感が強いほど，行動意図が強く
なると考える［42］．コントロール感は，自己効力感に似た概念で，ある行動をとるた
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めの時間的・経済的余裕や技能があるほど，コントロール感は高くなり，容易にそ
の行動をとることができると想定できる．TPBに基づき，個人に特定の行動をと
るように仕向けるならば，その行動に対してポジティブな態度を形成するよう働き
かけ，また，その行動をとることが容易であることを示し，かつ，受け手が重視し
ている人たち（重要他者）もまた，受け手がその行動をとることを望んでいること
を指摘すればよい［41］．

TPBは，多くの交通行動の研究に適用されているが，交通安全の研究を見ると，
その大半は，運転中の携帯電話使用，速度超過，シートベルト非着用，歩行者の交
通違反など，交通参加者の不安全行動や高リスク行動を説明もしくは予測する目的
で用いられている．あるいは，広告キャンペーン，安全教育，訓練の効果評価に際
して，TPBに基づいて設計された質問票を用いることが多い（たとえば，Box and 

Dorn, 2023［43］）．広告キャンペーンや安全教育の介入内容を開発する際には，TPB

などの理論を参照すれば十分というわけではなく，介入プログラムの計画と開発を
するためには別の手続きが必要である．
交通安全行動の説明・予測に使われるもう一つの代表例に，ロジャース （1975）
の防護動機理論（PMT）がある．PMTは，脅威アピールに起因する認知的反応に
注目したものである［44］．脅威アピールとは，送り手がある特定の話題について受け
手を説得しようとする際，脅威の危険性を強調することによって，その脅威に対処
するため，特定の対処行動をとることへの受け手の受容を促進させようとする説得
的コミュニケーションである［45］．PMTは，人が対処行動をとるのは，特定の問題
に脅威を感じ，その問題から自分を守ろうとする動機が発生するためと考える．あ

図 9.5　背景要因を加えた計画的行動理論［42］．
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る対処行動が問題を回避するのに有効で，自分がそれを実行でき，かつ実施コスト
が低い場合は，脅威を大きく感じるよう受け手に働きかけることが有効である．し
かし，そうでない場合は，脅威を強く認知することにより，かえって説得的な効果
が低減する傾向がある．脅威アピールとの関連でいえば，受け手が対処行動に関す
る十分な情報を持っていないか，その心構えができていない場合は，脅威を強調し
すぎない方がよいことを意味する［41］．
交通安全教育では，伝統的に，交通事故に関与した場合の悲惨さなどの脅威を強

調することで，態度変容を目指す働きかけが行われてきた．上述の原則に照らせば，
脅威アピールだけを強調して対処行動についてフォローアップをしない教育は，よ
い効果を生まない可能性がある．その反面，こうした点が十分に吟味された教育プ
ログラムであれば，態度変容に好ましい効果をもたらすという報告もある［46，47］．

9.4.2　マーケティング手法を用いた働きかけ
広い意味でのマーケティング手法を用いた行動変容の働きかけとして，ナッジと
ソーシャルマーケティングについて述べる．TPBや PMTの理論に代表される説得
的コミュニケーションでは，人は，手元にある情報や状況を熟慮したうえで意思決
定することを前提とする．9.1.1節において，無意識的な過程と意識的な過程の二
つの方法で思考が行われるとする二重過程理論について述べたが，態度研究におい
ても，直感的，文脈依存的なシステム 1と，熟慮的なシステム 2のように，質が異
なる 2種類の態度を仮定した態度の二重過程モデルが提唱されている［48］．態度の二
重過程モデルでは，システム 1に相当する態度を「潜在的態度（implicit 

attitudes）」，システム 2に相当する態度を「顕在的態度（explicit attitudes）」など
と呼ぶ．習慣の影響を受ける交通行動や，社会的望ましさの影響を受ける違反行動
を研究する際には，潜在的態度を測定することがより重要になる．このように，行
動変容のための働きかけにおいても，直感的，文脈依存的な意思決定に注目する傾
向がある．
行動経済学は，二重過程理論のシステム 1に基づく人の意思決定への関心が契機
となって誕生した［4］．最もよく知られているのは，ナッジと呼ばれる働きかけの技
法で，公共政策をはじめ，あらゆる領域で活用されている．ナッジは，介入実施者
が考える望ましい意思決定を誘導するために，個人の選択の自由を制限することな
く，また，行為者に負担を感じさせずに，個人の選択の構造を変えることを目指
す［49］．ナッジを活用した交通行動の実証研究も近年発表されており，自動運転技術
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の受容，運転中の走行速度低減，歩行者妨害の抑止など，研究テーマも多岐にわた
る．ナッジが目指した効果を得るためには，実施者が適応の可否を事前によく検討
する必要がある［50］．また，ナッジに基づく介入は，教育や訓練による働きかけとは
本質的に異なるものである［49］．
ソーシャルマーケティングは，行動変容のために理論と実践を包括したモデルで
あり，コトラーらが 1970年代に提唱して以来，世界中で実践されている［39，51］．こ
れは，健康，福祉，安全性の向上など，公共の利益のために商業マーケティングの
技術を応用して，対象者から自発的な行動を引き出すべく行われるプログラムの計
画・策定，実施，評価までのプロセスを指す．ナッジの手法との類似点もあるが，
本質的に異なるモデルである．ナッジとの相違点を挙げると，ソーシャルマーケ
ティングでは，介入実施者と対象者の間の双方向コミュニケーションを重視する点，
対象者による受動的な意思決定だけでなく，能動的な意思決定も想定する点，対象
者にインセンティブを準備するだけでなく，望ましくない行動選択に対して意欲を
そぐ方策（disincentive）も準備する点などがある．また，説得的コミュニケーショ
ンの理論を含む行動科学の理論を駆使して，学際的なチームでプログラムの開発・
実施計画を体系的に行うことが推奨されている［39，51］．ソーシャルマーケティングを
交通行動研究に適用した研究適用例も，今後増える可能性がある．

9.4.3　問題行動是正のための働きかけ
交通参加者の問題行動が，他者の安全を脅かすと見なされ，そうした問題行動の
抑止が強く望まれる場合は，問題行動の是正と再発防止のために特別な働きかけが
必要になる．ナッジやソーシャルマーケティングによる働きかけは，問題行動の矯
正に適しているとは必ずしもいえないため，教育的あるいは治療的対策が必要とな
る．運転者の問題行動にも適用されている方法として，「認知行動療法」や「動機
づけ面接」などの働きかけ，もしくは，これらの心理療法モデルに基づいて簡略化
したブリーフインターベンションなどの働きかけが実施される．認知行動療法とは，
人の気分や行動が，認知（ものごとの考え方，受け取り方）に影響を受けるとの理
解に基づき，その認知のあり方を修正し，問題に対処するための短期の構造化され
た心理療法である［52］．動機づけ面接とは，変化することに抵抗を感じる対象者から
動機づけを引き出し，行動を自ら変えてもらうよう導く準指示的なカウンセリング
スタイルである［53］．飲酒運転で取り締まりを受けたり，交通事故を起こした運転者
に対しては，認知行動療法もしくは認知行動モデルに基づく簡易介入が行われてお
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り，効果を報告した研究例［54］も数多い．飲酒運転をした人への再犯防止策は，アル
コール依存症への対策も考慮する必要があるため，医療的な働きかけとの連携が欠
かせない．飲酒行動に問題を抱える人の中には，治療や教育を自発的に受けようと
しない場合も多いため，働きかけへの抵抗を克服すべく，動機づけ面接法も広く行
われており，効果を報告した研究例［55］がある．
近年は，いわゆる「あおり運転」，すなわち，他者に対して敵対的で，脅威を感
じさせるような攻撃的な運転行動を減らすために，認知行動モデルの適用報告があ
る［56，57］．日本でも，攻撃的な運転行動を未然に予防するためのプログラムが，運転
免許の取消処分を受けた人が受ける講習において導入された［58］．

 9.5 運転者のアセスメント

この節では，運転者のアセスメントについて述べる．運転者のアセスメントは，
運転者に適した働きかけを行うためになされるものであり，交通安全対策上，重要
な役割を果たすことが期待される．日本で運転適性診断として実施されている仕組
みに言及しつつ，安全運転に必要な能力や特性をどう評価し，適切な対策につなげ
られるかを考察する．
運転者人口における心身の不調や疾患の増加，あるいは，危険な違反行為に起因

する事故の発生を受けて，運転者アセスメントの重要性は高まっている．日本では，
運転適性診断と呼ばれている仕組みがこれに該当する．運転適性は，20世紀初頭
に生まれた「事故傾性（accident proneness）」の概念にその起源がある．事故傾性
とは，「他の人よりも多く事故を経験する個人に，永続的に安定してみられる個人
的特質」などと説明される．安定的な特質として，パーソナリティ，知的能力，精
神運動機能がある．「運転適性（driving aptitude）」は，「安全運転を可能とする人
の特徴」のことを指すが，事故傾性の延長線上にある概念である．日本を含むいく
つかの国では，心理検査などを使った運転適性診断の仕組みがあるが，国や地域に
より運転適性の定義と運転者のアセスメントの方法は大きく異なる．

9.5.1　事故傾性
事故傾性は，長年，専門家の間で論争の対象となった概念である．経緯について
は先行研究［59-61］に詳述されている．産業化と第 1次世界大戦を契機に，1960年代後
半頃まで，欧米で事故傾性の研究が盛んに行われたが，その後，事故傾性への関心
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は急激に低下した．とはいえ，事故傾性の存在そのものが否定されたわけではない．
事故につながりやすい安定した個人の特質だけに注目しても，交通事故とその被害
の防止策としての有用性が低いという気づきがあったことを意味する．実際には，
事故や不安全行動が多い個人は存在し，そうした人に見られる心理的特徴は近年も
報告されている［62，63］．事故傾性のみに注目することの弊害は，変化しにくい個人特
性，あるいは特定の特性を持つ個人に事故原因を帰属させてしまい，運転者への教
育や訓練，あるいは運転環境の改善や技術向上による安全対策など，ほかになしえ
る対策要素が過小評価されることである．事故の発生には，環境要因と運転者等の
人間要因が関係するが，人間要因にも，事故傾性といわれる特性だけでなく，体調，
疲労，飲酒・薬物等の一時的な要因，安全態度，動機，ライフスタイル等の要因，
年齢，運転経験，運転スキルのように時間経過とともに変化する要因，さらには，
社会経済的要因，性別，職場や家庭環境も関係する［60］．こうしたことから，事故傾
性ではなく，「事故関与における個人差」［61，64］という，より中立的な表現の使用が提
案されている．

9.5.2　運転適性
運転適性とは，「自動車を安全に，そして上手に運転することを可能とするよう
な個人的特徴」［60］，あるいは，単に，「安全運転に必要な能力」［65］と言い換えること
ができる．同時に，運転に向かない人を判別したいという動機から派生した概念で
もある［66］．日本では，1960年代前後に運転適性が研究され，さまざまな運転適性
検査が作成され，運転者対策に幅広く活用されることとなった．1960年代以降の
運転免許保有者と交通事故死傷者の急増に伴い，運転者対策を強化する必要性に迫
られたことが関係している．実際には，運転適性検査は不安全な運転者の判別・排
除の手段ではなく，自己を知って安全運転を促す安全教育の道具として活用される
ことがほとんどである．
日本では，変化しにくいパーソナリティ特性や精神運動機能だけでなく，安全運
転と関係する人間のさまざまな要素を測定する検査や尺度も，広義の運転適性検査
に含められる．たとえば，安全態度や危険感受性のように運転場面を直接扱うもの
のほか，認知機能の状態を査定する検査やスクリーニングテストなどである．つま
り，事故関与における個人差，あるいは不安全な運転につながりかねない個人の心
身の特徴を査定する検査全般を幅広く捉えて，運転適性検査と呼ばれることがある．
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9.5.3　運転者アセスメントの彼我比較
　図 9.6に示すとおり，運転適性は，医学的・身体的・心理的な要素に分類するこ
とができる［67］．これらは互いに補い合い，調整し合った結果，個人の運転行動に反
映される．中でも，心理的な要素の果たす役割は重要であり，運転行動と事故関与
に大きな影響を及ぼす．
運転適性という用語は，海外では，必ずしも一般的に使われていない．世界的に
見ると，運転の適格性（fitness to drive）という表現の方が一般的であり，安全な
運転に影響を与えうる医学的・身体的な運転適性の側面に関して，各国でガイドラ
インが作成されている（たとえばイギリスにおけるガイドライン［68］）．一方，心理
的な運転適性については，アセスメントの考え方や専門技術の詳細が公に示されて
いないことが多い．こうした中，たとえば，ドイツは，医学的な側面に限定せず，
心理的な側面を重視した運転者アセスメントの仕組みを構築している［65，69］．ドイツ
では，飲酒運転の累犯など，深刻な交通違反等により運転免許の取消処分を受けた
人が免許の再取得を希望する場合，医学的・心理学的検査（Medizinisch-

psychologische Untersuchung, MPU）を受検する必要がある．MPUは，一度失わ
れた運転適性が十分に回復したかを，医学と心理学の専門家が詳細な構造化面接と
各種検査結果に基づいて診断する運転者のアセスメントである．MPUでは，心理
面のアセスメントが最終的な診断結果に大きな影響を持つ．事故や違反に至った本

補償・調整

状況判断力、衝動性
反社会性、攻撃性
安全態度

適切な自己理解と自己評価など

安全な運転に影響し得る
病気・症状、服薬の状況

心理的

医学的

補償・調整

四肢の機能
視力・聴力など

身体的

図 9.6　要素別に見た運転適性（岡村［67］をもとに作成）．
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人の問題への内省や洞察が十分になされているか，将来の問題行動のリスクを十分
に低く抑えられるかが，診断の判断基準となるためである．日本で運転適性検査と
呼んでいるものに相当するコンピューター型心理検査も実施するが，本人の弱点を
補償できないほどの深刻な問題がないかを確認することが目的であり，最低限の基
準を満たしていれば問題なしと判定される．つまり，心理検査の結果だけを根拠に，
運転適性が診断されることはない．運転免許取消のきっかけとなった違反の事実を
含む，受検者の運転経歴等の資料をもとに，面接や運転行動観察の所見も盛り込み，
その人の運転行動に関するあらゆる情報を活用し，総合的な運転適性の判定をする
ことが重視されている．以上から，運転者のアセスメントにおいては，アセスメン
トの目的と枠組みを明確にしたうえで，運転適性検査をどう活用するかを整理する
ことが不可欠である． 
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